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株式会社バンダイナムコホールディングスによるバンダイビジュアル株式会社の 

株式交換による完全子会社化について 

 

 株式会社バンダイナムコホールディングス（以下、「バンダイナムコホールディングス」とい

います。）及びバンダイビジュアル株式会社（以下、「バンダイビジュアル」といいます。）は、

本日開催の各社の取締役会において、平成20年２月21日を期して、下記のとおり株式交換（以下、

「本株式交換」といいます。）によりバンダイビジュアルをバンダイナムコホールディングスの

完全子会社とすることを決議し、株式交換契約を締結いたしましたので、お知らせいたします。

なお、バンダイビジュアルの株式は、本株式交換の効力発生日に先立ち、株式会社東京証券取引

所（以下、「東京証券取引所」といいます。）において上場廃止となる予定です。 

 

記 

  

１．株式交換による完全子会社化の目的 

（１）本株式交換の目的 

平成19年11月８日付の「バンダイビジュアル株式会社の株式に対する公開買付けの開始に関

するお知らせ」（以下、「公開買付けの開始に関するお知らせ」といいます。）の「１．買

付け等の目的」でご案内いたしましたとおり、バンダイナムコホールディングスは、バンダ

イビジュアルの完全子会社化を目指して、平成19年11月９日から平成19年12月10日まで、バ

ンダイビジュアル株式の公開買付け（以下、「本公開買付け」といいます。）を実施いたし

ました。その結果、本日現在、バンダイナムコホールディングスはバンダイビジュアルの発

行済株式134,824株（バンダイビジュアルの発行済株式総数に占める所有割合で93.63％、議

決権割合で93.63％（注））を保有しております。 

現在バンダイビジュアルが事業展開する映像ソフト市場においては、ネットワーク環境の普

及などによる流通構造の変化やボーダレス化、次世代メディアの登場による市場の変化など
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により、環境が大きく変化するとともにグローバル規模で競争が激化しています。このよう

な環境下において、バンダイナムコホールディングスは、「公開買付けの開始に関するお知

らせ」にも記載のとおり、グループ全体の中長期的な戦略のもとスピーディな経営判断を行

うとともに、バンダイナムコグループの核となるコンテンツ戦略をより確実かつ効果的に実

行し、グループの相乗効果による総合力を発揮することで事業を成長させ、グループ企業価

値の最大化をはかるためには、バンダイビジュアルを完全子会社とすることが最善であると

判断しております。また、バンダイビジュアルも、平成19年11月８日付の「当社株式に対す

る公開買付けに関する意見表明のお知らせ」に記載のとおり、上記のようなバンダイビジュ

アルを取り巻く環境がより激しさを増す昨今、バンダイビジュアルグループが実施している

「クロスコンテンツ・クロスメディア戦略」をより確実かつ効果的に実行する上では、バン

ダイビジュアルグループ内にとどまらず、バンダイナムコグループにおける映像音楽コンテ

ンツ戦略ビジネスユニット内でより柔軟な事業再編を行うことが必要であると考えており、

このような事業再編を機動的に実行し、グループシナジーの最大化をはかっていくことがバ

ンダイビジュアルの中長期的な成長及び企業価値の最大化を実現するため不可欠であること

から、親会社であるバンダイナムコホールディングスの完全子会社となることが最善である

と判断しております。このような判断から、両社は、本公開買付けによりバンダイナムコホ

ールディングスがバンダイビジュアルの発行済株式の全てを取得することができなかった場

合には、「公開買付けの開始に関するお知らせ」においても触れておりましたとおり本株式

交換を実施し、本株式交換において、本公開買付けに応募されなかった全てのバンダイビジ

ュアルの株主の皆様に対し本公開買付けの買付価格を基準に決定される金銭等（バンダイナ

ムコホールディングスの株式を含みます。）を交付することを予定しておりました。 

かかる経緯を踏まえ、本日、バンダイナムコホールディングス及びバンダイビジュアルは、

平成20年２月21日を効力発生日として、本株式交換を行うことを決定し、株式交換契約を締

結いたしました。 

 

（注） バンダイナムコホールディングスの保有するバンダイビジュアルの株式に係る議決権の数134,824

個の、バンダイビジュアルの平成19年８月31日現在の総株主等の議決権の数144,000個に占める割合

として算出しております。なお、小数点以下第三位を四捨五入しております。 

 

（２）上場廃止となる見込み及びその事由 

本株式交換により、その効力発生日である平成20年２月21日をもって、バンダイビジュアル

はバンダイナムコホールディングスの完全子会社となり、バンダイビジュアルの株式は平成

20年２月15日付で上場廃止（最終売買日は平成20年２月14日）となる予定です。上場廃止後

は東京証券取引所においてバンダイビジュアルの株式を取引することはできません。 

なお、本株式交換の対価であるバンダイナムコホールディングスの普通株式は、東京証券取

引所に上場されておりますので、バンダイビジュアルの少数株主のうち、バンダイビジュア

ル株式を１株以上保有する株主に対しては本株式交換後についても引き続き株式の流動性を

提供できるものと考えております。単元未満株式の取り扱いについては、２．（２）（注２）

をご参照ください。 
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（３）公正性を担保するための措置 

株式交換比率については、前述のとおりバンダイビジュアルの総株主の議決権の93.63％を

バンダイナムコホールディングスが所有していることから、その公正性・妥当性を確保する

ため、両社は、後記２．（３）でご説明いたしますとおり、それぞれ別個に、両社から独立

した第三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼することとし、その算定結果の提出を受け

ました。両社はかかる算定結果を参考として、検討・交渉・協議を行い、その結果合意され

た株式交換比率により本株式交換を行うことといたしました。 

 

（４）利益相反を回避するための措置 

バンダイビジュアルの代表取締役を兼任しているバンダイナムコホールディングスの非常

勤取締役川城和実は、取締役の兼任による潜在的な利益相反を回避する観点から、バンダイ

ナムコホールディングス取締役会における本株式交換の審議及び決議には参加しておりませ

ん。 

なお、バンダイナムコホールディングスの社外取締役１名及び社外監査役１名は、本日の同

社の取締役会等において、株式交換比率等の本株式交換の条件等について協議を行った上で、

社外取締役１名は本株式交換を実施することを承認しております。なお、社外監査役１名か

らは本株式交換に対する特段の指摘、意見はありません。また、バンダイビジュアルの社外

取締役１名及び社外監査役３名は、本日の同社の取締役会等において、株式交換比率等の本

株式交換の条件等について協議を行った上で、社外取締役１名は本株式交換を実施すること

を承認しております。なお、社外監査役３名からは本株式交換に対する特段の指摘、意見は

ありません。 

 

２．株式交換の要旨 

（１）株式交換の日程 

株式交換決議取締役会（両社） 平成 19 年 12 月 17 日（月） 

株式交換契約締結 平成 19 年 12 月 17 日（月）  

上場廃止日（バンダイビジュアル株式会社） 平成 20 年２月 15 日 (金) (予定) 

株式交換の日（効力発生日） 平成 20 年２月 21 日 (木) (予定) 

株券交付日 平成 20 年４月下旬までに交付（予定）

（注）本株式交換は、バンダイナムコホールディングスについては、会社法第796条第３項の規定に基づき

簡易株式交換の手続きにより、また、バンダイビジュアルについては、会社法第784条第１項の規定

に基づき略式株式交換の手続きにより、各社とも株主総会の承認を得ないで行われる予定です。 
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（２）株式交換に係る割当ての内容 

会社名 

株式会社バンダイナムコ 

ホールディングス 

（完全親会社） 

バンダイビジュアル株式会社

（完全子会社） 

株式交換に係る割当て

の内容 
1 156 

株式交換により発行す

る新株式数 

普通株式：0株 

バンダイナムコホールディングスは新株式の発行は行わず、そ

の保有する自己株式1,431,456株を株式交換による株式の割当

てに充当します。 

（注１）株式の割当比率 

バンダイビジュアルの株式 1株に対して、バンダイナムコホールディングスの株式 156 株を割当

て交付します。ただし、バンダイナムコホールディングスが保有するバンダイビジュアル株式

134,824 株については、本株式交換による株式の割当ては行いません。 

（注２）単元未満株式の取扱い 

株式交換にともない、バンダイナムコホールディングスの単元未満株式を所有することとなる株

主においても、株式数に応じて平成 20 年３月期決算以降のバンダイナムコホールディングスの配

当金を受領する権利をお持ちになりますが､取引所市場において単元未満株式を売却することは

できません。バンダイナムコホールディングスの単元未満株式を所有することとなる株主におい

ては、バンダイナムコホールディングス株式に関する以下の制度をご利用いただくことができま

す。なお、お取扱開始時期等の詳細につきましては、平成 20 年１月下旬に発送を予定しておりま

す株券提出に関するご案内にあわせてご通知する予定です。 

 

①単元未満株式の買増制度(100 株への買増し) 

株主が所有することとなるバンダイナムコホールディングスの単元未満株式とあわせて 1単元

となるようバンダイナムコホールディングスの株式を買い増すことができる制度です。 

 

②単元未満株式の買取制度(単元未満株式の売却) 

市場で売却することができない 1単元に満たない数のバンダイナムコホールディングス株式を

バンダイナムコホールディングスが株主より買い取る制度です。 
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（３）株式交換に係る割当ての内容の算定根拠等 

① 算定の基礎及び経緯 

本株式交換の株式交換比率については、その公正性・妥当性を確保するため、各

社がそれぞれ別個に、両社から独立した第三者機関に株式交換比率の算定を依頼す

ることとし、バンダイナムコホールディングスは大和証券エスエムビーシー株式会

社（以下、「大和証券ＳＭＢＣ」といいます。）を、バンダイビジュアルは野村證

券株式会社（以下、「野村證券」といいます。）を、それぞれの第三者算定機関と

して選定しました。 

大和証券ＳＭＢＣは本株式交換に先立って行われた本公開買付けの事実、諸条件、

結果等を分析した上で、バンダイナムコホールディングスについては、バンダイナ

ムコホールディングスが東京証券取引所に上場しており、市場株価が存在すること

から市場株価法（売買状況等を勘案し、本公開買付け公表日の翌営業日である平成

19年11月９日から平成19年12月14日までの期間、平成19年11月15日から平成19年12

月14日までの１ヶ月間、平成19年９月15日から平成19年12月14日までの３ヶ月間及

び平成19年６月15日から平成19年12月14日までの６ヶ月間の各期間のVWAP（出来高

加重平均株価）、終値平均値並びに平成19年11月15日から平成19年12月14日までの

１ヶ月間における終値の最大値及び最小値）を採用して算定を行いました。バンダ

イビジュアルについては、将来の事業活動の状況を評価に反映するため、ディスカ

ウンテッド・キャッシュフロー法（以下、「DCF法」といいます。）を、また、バン

ダイビジュアルが東京証券取引所に上場しており、市場株価が存在することから市

場株価法（売買状況等を勘案し、本公開買付け公表日の翌営業日である平成19年11

月９日から平成19年12月14日までの期間、中間決算発表日の翌営業日である平成19

年10月15日から平成19年12月14日までの期間、平成19年11月15日から平成19年12月

14日までの１ヶ月間、平成19年９月15日から平成19年12月14日までの３ヶ月間及び

平成19年６月15日から平成19年12月14日までの６ヶ月間の各期間のVWAP、終値平均

値並びに平成19年11月15日から平成19年12月14日までの１ヶ月間における終値の最

大値及び最小値）を、それに加えて、バンダイビジュアルは比較可能な上場類似会

社が複数存在し、類似会社比較法による株式価値の類推が可能であることから、類

似会社比較法を採用して算定を行いました。なお、バンダイナムコホールディング

スの１株あたり株式価値を１とした場合の各算定手法の評価レンジは、以下のとお

りとなります。 

 

採用手法 
株式交換比率の 

評価レンジ 

市場株価法 129.01 ～ 160.58 

DCF法 133.11 ～ 176.89 

類似会社比較法 128.14 ～ 153.34 
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一方、野村證券は、バンダイビジュアルについては、バンダイビジュアルが東京

証券取引所に上場しており、市場株価が存在することから市場株価平均法（対象期

間は売買状況等を勘案し、平成19年12月14日を評価基準日とし、基準日の終値、基

準日までの直近１週間及び基準日までの直近１ヶ月間の各取引日の株価終値平均）

を採用し、それに加えて将来の事業活動の状況を評価に反映するため、DCF法を採用

して算定を行いました。バンダイナムコホールディングスについては、バンダイナ

ムコホールディングスが東京証券取引所に上場しており、市場株価が存在すること

から市場株価平均法（対象期間は売買状況等を勘案し、平成19年12月14日を評価基

準日とし、基準日の終値、基準日までの直近１週間及び基準日までの直近１ヶ月間

の各取引日の株価終値平均）を採用して算定を行いました。なお、バンダイナムコ

ホールディングスの１株あたり株式価値を１とした場合の各算定手法の評価レンジ

は、以下のとおりとなります。 

 

採用手法 
株式交換比率の 

評価レンジ 

市場株価平均法 151 ～ 152 

DCF法 122 ～ 166 

 

バンダイナムコホールディングス及びバンダイビジュアルは、上述の第三者算定

機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果を慎重に検討し、また、本公開買付

けの結果を考慮した上で、検討・交渉・協議を重ねた結果、合意した本株式交換に

おける株式交換比率について、それぞれ平成19年12月17日に開催された取締役会に

おいて承認を受け、本株式交換における株式交換比率を決定いたしました。なお、

上述の第三者算定機関が提出した株式交換比率の算定結果は、本株式交換における

株式交換比率の公正性について意見を表明するものではありません。 

 

② 算定機関との関係 

大和証券ＳＭＢＣ及び野村證券のいずれも、バンダイナムコホールディングス及

びバンダイビジュアルの関連当事者には該当いたしません。 

 

（４）株式交換完全子会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

バンダイビジュアルにおいて新株予約権及び新株予約権付社債の発行はなく、今後も発

行する予定はないため、該当事項はございません。 
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３．株式交換当事会社の概要 

  
平成19年３月31日現在 平成19年８月31日現在 

（１） 商 号 株式会社バンダイナムコ 

ホールディングス 
（完全親会社） 

バンダイビジュアル株式会社 
（完全子会社） 

（２） 事 業 内 容 ・ バンダイナムコグループの中長

期経営戦略の立案・遂行 

・ グループ会社の事業戦略実行支

援・事業活動の管理 

映像・音楽コンテンツの企画・製

作・販売 

（３） 設立年月日 平成17年９月29日 昭和58年８月23日 

（４） 本店所在地 東京都港区港南二丁目16番２号 東京都港区東新橋一丁目９番２号

（５） 代 表 者 の 

役職・氏名 

代表取締役社長  高須 武男 代表取締役社長  川城 和実 

（６） 資 本 金 100億円 21億8,250万円

（７） 発 行 済 

株 式 数 

256,080,191株

（平成19年12月17日現在）

144,000株

（平成19年12月17日現在）

（８） 純 資 産 284,254百万円（連結） 15,151百万円（連結）

（９） 総 資 産 408,490百万円（連結） 22,946百万円（連結）

（10） 事業年度の

末 日 

３月31日 ２月28日

（11） 従 業 員 数 7,081名（連結） 182名（連結）

（12） 主要取引先 株式会社バンダイ 

株式会社バンダイナムコゲームス 

株式会社ナムコ 

株式会社サンライズ 

株式会社ハピネット 

（13） 大株主及び 

持 株 比 率 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 

中村雅哉 

株式会社マル 

ステートストリートバンクア

ンドトラストカンパニー（常

任代理人 株式会社みずほコ

ーポレート銀行兜町証券決済

業務室） 

モルガンスタンレーアンドカ

ンパニーインク（常任代理人

5.7%

5.7%

5.5%

4.0%

3.4%

3.2%

株式会社バンダイナムコホ

ールディングス 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社 

株式会社三井住友銀行 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行 

株式会社サンライズ 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 

バンダイビジュアル従業員

持株会 

角田 良平 

62.39%

1.51%

 

1.25%

0.93%

0.78%

0.75%

0.72%

0.62%
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モルガン・スタンレー証券株

式会社） 

ザシルチェスターインターナ

ショナルインベスターズイン

ターナショナルバリューエク

イティートラスト（常任代理

人 香港上海銀行東京支店）  

ユウゲンガイシャサンカ（常

任代理人 株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行） 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口４）

ノーザントラストカンパニー

エイブイエフシーリユーエス

タックスエグゼンプテドペン

ションファンズ（常任代理人

香港上海銀行東京支店） 

3.2%

2.8%

2.2%

1.9%

資産管理サービス信託銀行

株式会社 

第一生命保険相互会社 

 

 

0.46%

0.43%

（14） 主 要 取 引 

銀 行 

株式会社三菱東京UFJ銀行 

株式会社みずほコーポレート銀行 

株式会社三井住友銀行 

株式会社三井住友銀行 

株式会社三菱東京UFJ銀行 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

資本関係 バンダイナムコホールディングスは、平成19年12月17日

現在、バンダイビジュアルの発行済株式総数の93.63％

（134,824株）を所有しております。（注１） 

人的関係 平成19年12月17日現在、バンダイビジュアルの代表取締

役１名はバンダイナムコホールディングスの非常勤取

締役です。 

取引関係 バンダイビジュアルは、バンダイナムコホールディング

スに対して 

・ブランディングコンサルティング（注２）の委託 

・資金の貸付 

を行っております。 

（15） 

 

当事会社間

の関係等 

関連当事者へ

の該当状況 

バンダイビジュアルはバンダイナムコホールディング

スの連結子会社であるため、関連当事者に該当します。

（注１）バンダイナムコホールディングスが平成 19年 11 月９日から平成 19年 12 月 10 日まで実施しておりまし  

        たバンダイビジュアルの株式に対する公開買付けにより、本日現在、バンダイビジュアルの発行済株式

の総数に占めるバンダイナムコホールディングスの持株比率は、93.63％（議決権割合で 93.63％）とな

っております。なお、小数点以下第三位を四捨五入しております。 

（注２）「ブランディングコンサルティング」とは、バンダイビジュアルがバンダイナムコグループブランドを効 

    果的に活用するためのコンサルティング業務です。 
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（16）最近３年間の業績 

【連結】  

 株式会社バンダイナムコ 

ホールディングス 

（完全親会社） 

バンダイビジュアル株式会社 

（完全子会社） 

決 算 期 － 
平成 18 年

３月期 

平成 19 年

３月期 
－ － 

平成 19 年

２月期 

売 上 高 

（ 百 万 円 ） 
－ 450,829 459,132 － － 32,189

営 業 利 益 

（ 百 万 円 ） 
－ 35,669 42,224 － － 4,845

経 常 利 益 

（ 百 万 円 ） 
－ 37,122 45,615 － － 4,933

当 期 純 利 益 

（ 百 万 円 ） 
－ 14,149 24,252 － － 2,775

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
－ 54.39 円 95.73 円 － － 

19,274.64

円

１ 株 当 た り 

年 間 配 当 金 
－ 12 円 28 円 － － 5,500 円

１ 株 当 た り 

純 資 産 額 
－ 961.36 円

1,063.29

円
－ － 

100,260.58

円

（注１）バンダイナムコホールディングスは平成17年９月29日設立のため、平成17年３月期については記載して

おりません。 

（注２）バンダイビジュアルは平成19年２月期より連結財務諸表を作成しているため、平成17年２月期及び平成

18年２月期については記載しておりません。 

 

【単体】  

 株式会社バンダイナムコ 

ホールディングス 

（完全親会社） 

バンダイビジュアル株式会社 

（完全子会社） 

決 算 期 － 
平成 18 年

３月期 

平成 19 年

３月期 

平成 17 年

２月期 

平成 18 年 

２月期 

平成 19 年

２月期 

売 上 高 

（ 百 万 円 ） 
－ 27,747 6,239 25,739 28,405 29,044

営 業 利 益 

（ 百 万 円 ） 
－ 26,428 3,764 4,030 4,406 4,522

経 常 利 益 

（ 百 万 円 ） 
－ 26,365 3,877 4,052 4,453 4,604
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当 期 純 利 益 

（ 百 万 円 ） 
－ 26,365 5,085 2,274 2,651 2,714

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
－ 101.62 円 19.57 円

15,379.08

円

17,986.68

円 

18,849.70

円

１ 株 当 た り 

年 間 配 当 金 
－ 12 円 28 円 2,000 円 5,000 円 5,500 円 

１ 株 当 た り 

純 資 産 額 
－ 

1,041.71

円

1,026.20

円

71,609.14

円

86,873.18

円 

100,150.93

円

（注）バンダイナムコホールディングスは平成17年９月29日設立のため、平成17年３月期については記載してお

りません。 

 

４．株式交換後の状況 

（１） 商号 株式会社バンダイナムコホールディングス 

（２） 事業内容 ・バンダイナムコグループの中長期経営戦略の立案・遂行 

・グループ会社の事業戦略実行支援・事業活動の管理 

（３） 本店所在地 東京都港区港南二丁目16番２号 

（４） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  高須 武男 

（５） 資本金 100億円 

（６） 総資産 現時点では確定しておりません。 

（７） 純資産 現時点では確定しておりません。 

（８） 事業年度の末日 ３月31日 

 

（９）会計処理の概要 

共通支配下取引等のうち、少数株主との取引に該当する見込みです。本公開買付け及び本

株式交換により発生するのれんは連結で約100億円を見込んでおります。また、同時に実施

しておりますバンダイネットワークス株式会社の株式の公開買付け及び株式交換により発

生するのれんを連結で約11億円を見込んでおり、合計で約111億円ののれんが発生する見込

みです。 

なお、発生したのれんは５年間の定額法により償却を行う予定です。 

 

（10）今後の見通し 

本公開買付け及び本株式交換並びに同時に実施しておりますバンダイネットワークス

株式会社の株式の公開買付け及び株式交換により今期発生するのれんの償却は連結で約４

億円を見込んでおります。 

なお、のれんの償却がバンダイナムコホールディングスの平成20年３月期の通期連結業績

見込みに与える影響は軽微であり、現時点においては、平成19年11月８日に公表した業績予

想からの変更はございません。 

  以 上 


